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公判前整理手続の実務
稲 川 龍 也
 はじめに
甲府地方検察庁検事正の稲川です。本日は、ただ今紹介していただいた伊藤
先生のお誘いにより、「公判前整理手続の実務」というテーマで講義をさせて
いただくこととなりました。公判前整理手続は、この数年間であっという間に
我が国の刑事裁判に定着した新しい手続ですが、ある意味で極めて実務的な手
続で、条文だけ読んでも実際の運用状況は良くわかないと思います。そこで、
本日の講義の中では、公判前整理手続の概要と実務の運用状況、それに若干の
課題についてお話ししたいと思います。なるべくこの制度の基本や実務の運用
状況を中立的立場で紹介しようと思うのですが、問題点とか実務的な観点に関
するものは、どうしても検察官の視点からの運用ないし課題ということになる
かと思いますのでその点は御了解ください。
私は司法研修所の教官を年間しておりまして、その際に、講義は大体パワ
ーポイントを使い双方向授業でやっておりました。本日もお配りしたパワーポ
イントのレジュメにそって話を進めていきますが、質問があれば、遠慮なしに
いつでもしてください。また、ロー・スクールの学生として、公判前整理手続
について最低理解しておいてほしいことに関連して○×式の小問を
問用意し
ました。
皆さんには、今、その解答用紙を配りましたので、講義の中で自己採点しな
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がら私の話を聞いてください。
 公判前整理手続の制度趣旨と成立の背景
公判前整理手続は、最近の刑事裁判の実務においては、これを知らずして刑
事裁判はできないといわれるほど重要な手続になってきています。もちろん、
裁判員裁判では、その前提として不可欠な手続である上、裁判員裁判事件以外
であっても、争点の多い否認事件、例えば、特捜部が起訴した政界・財界が絡
む事件や大型脱税事件、多数の死傷者が出ている特殊業務上過失事件などは公
判前整理手続を行っています。ですから、皆さんが実務家を目指すのであれ
ば、是非、この公判前整備手続の基本的な考え方や制度設計を正確に覚えてお
く必要があると思います。本日は、そのような観点から、公判前整理手続の目
的と制度設計に関連して、最低この辺だけを覚えておいてもらいたいという私
が考えた三つのポイントを中心に話を進めていきます。
まず、公判前整理手続の目的や制度設計を理解してもらうために、この制度
が導入される以前、刑事裁判にはどのような問題があったかを振り返ってみた
いと思います。この制度の導入前、刑事裁判の最大の問題は、裁判の長期化で
した。例えば、かなり昔でいうとロッキード事件とかリクルート事件、あるい
は過激派が行った公安労働事件、最近では、オウム事件の公判などが典型的な
ものですが、審だけでも10年を超えるものもあり、最高裁で判決が確定する
までに更に時間を要するものが少なくありませんでした。このように裁判が長
期化する原因については、今二人の方から意見がありましたが、皆さんに配っ
たレジュメのページ目に私なりの原因を三つまとめてみました。一つ目は、
せいぜい月一回か二回、あるいは二か月に回くらいしか入らない公判期日の
設定の問題です。何故そのような期日指定になるかというと、弁護士も今に比
べると数は少なく、忙しくてなかなか期日が入れられないことに加え、争点整
理・集中審理の考えが制度的に徹底してなかったからです。二つ目は、後出し
の主張・立証が可能ということで、言い換えると、争点と審理期間が明確に定
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まっていなかったということです。三つ目は、日本の裁判の特徴として言われ
ていた精密司法と呼ばれるものです。これは、ニワトリと卵みたいなもので、
裁判所が詳細な認定をして詳しい判決を書くから、我々当事者も細かく立証す
るとも言えるし、当事者が細部にわたり細かい主張を出し尽くすので、裁判所
も精密にならざるを得なかったとも言えます。ともかく、裁判官が家に裁判記
録を持ち帰って証拠を熟読した上、合議事件であれば三人の裁判官が、何が証
拠に基づく正しい事実認定であるかを細部まで徹底的に詰めた上で最終的な判
断を行うという意味で、書面中心主義の精密司法というのが行われており、良
くも悪くもこれが刑事裁判の最大の特徴で、長期化の背景にありました。
こういう刑事司法だったため、事実認定の厳格さなどにおいては優れた部分
もありましたが、裁判が長期化して刑罰の機能が低下するという問題もありま
した。刑罰には一般予防と特別予防ということがあるのを、皆さんは御存じと
思いますが、発生した犯罪に対し、犯人を検挙した上で、迅速に裁判にかけ、
適正な刑罰を課すということによって初めて刑罰の一般予防は達成できます。
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それが10年も20年も経って、社会の関心も全く薄れてしまった後に判決が出た
としても、全く抑止力にはなりません。そのような刑罰機能の低下を防止する
ためにも公判手続の抜本的改善が必要と言われていました。それに輪をかけ
て、全く異なった背景から裁判員裁判を導入しようということになりました。
裁判員裁判を実施するためには、このレジュメページの右側に書いたとお
り、①前日開廷の迅速な審理、②法廷で見て聴いた情報だけで判決が作成でき
るような当事者の立証と審理方式の確立、言い換えると、直接主義・口頭主義
の徹底、③それを成り立たせるための争点整理手続の徹底が不可欠で、従来や
ってきたようなやり方では全く通用しません。それで、この際、刑事裁判を抜
本的に変えなくちゃならないということで生まれたのが公判前整備手続という
ことです。
ですから、レジュメページに整理したとおり、公判前整備手続の目的は、
この真中に書いたように、「争点中心の充実した審理を集中的、現実的に実施
することを可能にする」ことで、それは、裁判員裁判実施の大前提となりま
す。そして、そのような目的を実点するために、何が大きく変わったかという
と、最初に記載した三つのポイント、つまり、①証拠開示の質的、量的な拡
大・拡充としての段階的証拠開示の導入、②争点の明確化、③証拠採取の決定
と明確な審理計画の策定を行い、立証制限を設けるという三つの点が大きく変
わりました。この三つが、今回制度設計された公判前整備手続の最大のポイン
トで、これをきちっと理解しておけば公判前整理手続の理解としては十分と思
います。理解をするためには、まず新たに設けられた条文を一つ一つ正確に理
解することが肝心で、飽くまで手続の問題ですから、通常は条文を読めばある
程度は分かるはずです。ところが、この公判前整理手続に関する条文の幾つか
は、幾ら条文だけ読んでも非常に分かりにくいところがあります。
これから私が説明する三つのポイントや小問テストは、そのように、条文だ
け読んでもわかりにくいものの、制度の本質的な部分で是非しっかり理解して
ほしいところを中心にやっていくつもりですので、そのつもりで聴いていてく
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ださい。
 公判前整理手続の実際の流れ
この三つのポイントを話す前に、実務では、公判前整備手続はどのような流
れで進んでいくかというイメージをつかんでもらいたいと思います。レジュメ
のページ目はそのために作ったもので、これは、殺意とか、ごく一部につい
て争点はあるが、本格的に争っていないようなケースで、一番多いパターンの
ケースの、平均的な手続に要する時間の流れをまとめたものです。これはほぼ
全国的な傾向で、ある裁判員裁判事件を公判請求すると、直ちに公判前整備手
続の開始決定がなされます。それを踏まえて、、週間の間には、検察官が
立証方針を示す証明予定事実記載書面を裁判所、弁護人に提出し、それと同時
に弁護人には検察官請求証拠を開示します。これが第一段階の検察官請求証拠
の開示です。
次に、起訴してからか月くらいの間に、事前準備をやる場合もあるし、い
きなり公判前整備手続期日に入る場合もありますが、大体、平均すれば、か
月までには、公判前整備手続の一回目が始まっています。
この辺りから、類型証拠開示、弁護人の予定主張の明示、その主張に関連す
る証拠開示の手続が進みつつ、争点整理と証拠の採否の決定などが煮詰まって
いきます。そして、平均すると、起訴後か月かか月で公判前整備手続が終
了し、終了と同時に裁判員選任のための呼出し関係の手続が始まり、か月後
くらいに、第一回公判期日が始まるというのが平均的な手続の流れです。
そうすると、手続だけでか月や	か月もやっていたら、それ以前と余り変
わらないじゃないかと思われるかもしれませんが、裁判が始めれば、情状だけ
しか問題にならない事件は日程度、犯人性が本格的に争われる事件でも週
間ないし最大か月弱で判決にまで達することが可能で、裁判員が参加してか
らの公判のスピードは極めて速いと言えます。
ところで、後で話しますが、公判前整理手続は、実施当初からこのような半
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年程度で終了したわけではありません。この制度設計通りに、つまり条文どお
りにやるといろいろな問題が生じてしまい、けっこう手続が長くなってしまい
ました。そして、年以上たっても裁判期日が入れられない事件が続出し、公
判前整理手続の滞留問題ということで大きな問題となりました。そこで、法曹
三者で知恵を出し合ってもう少し迅速に手続を進めようということになり、今
日の姿になってきたのです。
 公判前整理手続のポイントその─段階的証拠開示─
⑴ 段階的証拠開示とは
段階的証拠開示に関しては、レジュメページに記載したとおり、①段階的
証拠開示の構造と目的、②類型証拠開示の問題点、③主張関連証拠ないし争点
関連証拠開示の問題点、④裁定手続の概要の四つの点を理解してください。
まず段階的証拠開示の構造と目的について説明します。これは、レジュメ	
ページに記載したように、三段階の段階的な証拠開示のことで、まず第一段階
の証拠開示は、刑訴法316条の14の検察官請求証拠の開示です。これは、検察
官が証明予定事実記載書面を弁護人に提出すると同時に、請求証拠の一覧表も
一緒に提出し、その一覧表に記載してある証拠をすべて開示することになって
いるものです。第段階は、第段階で開示を受けた検察官請求証拠の信用性
を判断し、同意・不同意を決める上で通常必要とされる類型の証拠の開示を求
めるもので、316条の15の類型証拠開示です。第段階は、この段階の証拠
開示を受け、被告人と十分打ち合わせば、弁護人としても通常であれば公判で
どのような主張をするかは決められるはずということを前提に、弁護人側が、
公判で行う予定の主張を明らかにした場合には、更に幅広い証拠の開示を求め
ることができるとしたもので、これが316条の20の主張関連証拠の開示です。
従来の手続でも、刑訴法299条でこの第段階の検察官請求証拠の証拠開示
は行っていました。しかし、従来の制度では、検察官からの証拠開示はそれで
基本的に終わりだったわけで、この第、第段階の証拠開示の手続がありま
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せんでした。そのため、もし、弁護人が、検察官請求証拠以外の証拠を見たい
という時には、公判が始まって、実際の証拠調べが進行する中で、この証人が
こういうことを言っているんだから、その証人の警察段階での調書なども見な
いと適切な反対尋問ができないじゃないかという理由で証拠開示を求めること
になります。しかし、これは弁護人に証拠開示請求権があったわけではなく
て、あくまでも裁判所の職権発動を促して、裁判所の訴訟指揮権に基づいて検
察官に対して開示命令を出してもらうという手続でした。しかし、このような
不十分な証拠開示では、被告人の防御件は十分保護されず十分な争点整理もで
きないことから導入された制度がこの段階的証拠開示の制度です。この三段階
に分けた証拠開示によって、被告人の防御権と、迅速な争点整理を調和してい
きましょうということになったのです。
しかし、制度導入の立法経過を見ると、このような段階に分ける段階的証
拠開示と、検察官手持ち証拠の全面開示に近い証拠開示の二つの証拠開示が議
論され、最終的にこの段階的証拠開示が採用されました。何故そうなったかも
含めて、ここを正確に理解しておくことが、この公判前整備手続を理解する上
でのポイントだと思いますので、若干立法過程についても踏み込んで話をしま
す。
このレジュメのページに、今話した二つの開示制度Ａ案とＢ案を簡潔にま
とめまてみました。Ｂ案はどういうことかというと、検察官は検察官請求証拠
の開示の際に、保管する証拠の標目を記載した一覧表を被告人、又は弁護人に
開示しなくてはならない。検察官は被告人、又は弁護人から、上記一覧表記載
の標目により、証拠を特定して、証拠の開示請求があった場合、開示による弊
害があると認める場合を除いて、当該証拠を開示しなくてはならない。つま
り、検察官側としては、当該事件において集めた証拠の全てを網羅する一覧表
を作成しその標目を全部弁護人に提出しなければならない。その上で弁護人か
ら見て必要なものは個別的に開示請求して、弊害があると認める場合以外は、
全部開示しなさいというのがＢ案でした。両方、一長一短あります。当然、弁
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護人・被告人側の防御権という観点からは、Ｂ案の方が手厚いことから弁護士
出身の方はこのＢ案を支持しました。しかし、他方で、迅速な争点整理、明確
な争点整理という意味では、全部弁護人に証拠開示したけど、結局弁護士側は
何も主張しないまま終わってしまう危険があること、実際の捜査では、犯人特
定に至るまでにいろんな捜査をやっているため、別の人物に対しても容疑の有
無を検討するためにいろいろな証拠が集まります。そのような証拠を全部弁護
人側が見ると、本来争点であるはずの被告人が犯人かどうかということ以外
に、Ｃさんも犯人の可能性がないだろうか、Dさんもどうかなどいろいろな
問題が無限に出てきてしまい、ほとんど意味のない争点が増えてしまう可能性
もあります。そのような弊害も踏まえ、いろいろな議論が出て、最終的には
A案にしようという方向で落ち着きました。しかし、それでも、従来の制度
から比較すると、第段階までしかなかったところから、第段階、第段階
の証拠開示ができるようになったわけで、これは、私の感覚ですけれど、少な
くとも検察庁に送られてきている証拠の大部分は開示の対象になったという感
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覚です。もちろん、開示の対象になることと、実際の開示の要件、例えば、必
要性、相当性の要件を満たすかどうかは別ですので注意してください。
それで、そういう背景をまず理解して、段階的証拠開示という今回の証拠開
示手続の本質と目的を正確に理解していただきたいと思います。そこで、理解
を確認するための○×テストを行います。
【小問】今、説明したような形で段階の証拠開示が法律で定められた
ため、検察官は、第段階の証拠開示の時点では、弁護人からの請求がな
い限り、一定の類型に該当するする証拠を任意に開示することはできな
い。
答えは○で、皆さん正解です。条文には書かれていませんが、検察官が任意
に弁護人に証拠を開示することは従来も行われていましたが、段階的証拠開示
の制度が定められた後も、この任意開示は実務的に非常に重要なものです。
原則段階の証拠開示ですが、弁護人の方が被告人と十分打ち合わせて、公
判では特に争わない、量刑だけが争点というようなことを口頭で言ってきて、
その弁護士さんが信用できる人ならば、検察官請求証拠に限らず、一定の類型
に該当する証拠群、例えば、すべての被告人の供述調書や、重要参考人のすべ
ての調書、関連する実況見分などは請求証拠の開示と同時期に任意で開示して
しまうということを実務では行っております。したがって、段階的証拠開示の
制度設計は正確に理解した上で、実務の運用はかなり柔軟にやっているという
ことだけ頭の片隅においてください。
⑵ 類型証拠開示の問題点
次は、類型証拠開示の問題点です。ここでは、レジュメ
ページにまとめた
とおり、四つの要件が問題となりますが、実務的には捜査報告書の	号該当性
が最も重要で、裁定事例もこの	号が圧倒的に多いのです。
まず、四つの要件の中で、最初の類型該当性についてですが、皆さんには、
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どのようなものが号から
号に該当するか、すぐに出てくるようになってお
いてほしいのです。号は、基本的に押収した証拠物ですね。号は、裁判
所・裁判官の検証調書。号は、捜査機関の検証調書ですから、それに準じら
れる実況見分調書は当然のこととして、写真撮影報告書や引き辺り捜査報告書
でも、検証調書に準じられる五感の作用で感知した内容を客観的に記録するも
のはここに含まれます。例えば、死体検死調書や解剖立会報告書も号です。
号は、司法解剖を行った時の鑑定書、あるいは精神鑑定の鑑定書が一番典型
的なものです。DNA鑑定書も同様です。号は、検察官が証拠請求している
供述人の供述録取書等で、「等」というのは、供述書、供述録取書、あるいは
供述を録音・録画した DVDなども全部含まれます。	号はその他の供述録書
等で、この	号が一番問題で、実務的にもここが裁定請求で最も争われるとこ
ろです。というのも、	号のみ要件が更に加重されていて、しかもその加重要
件が読んだだけでは何が書いてあるかがわかりにくいからです。ここはポイン
トになりますから、あとでまとめて説明します。次に、号は被告人の供述録
取書等で、供述書、供述録書、録音・録画やっている時の DVD が含まれま
す。
号は、取調べ状況記載書面、つまり客観的な取調べの時間や場所に関す
る状況を記載し、被疑者にも取調べ終了時に内容を確認してもらう書面のこと
です。これは、検察の場合法務省の大臣規則で、警察の場合、犯罪捜査規範
（警察庁公安委員会規則）という形で定めており、
号でいう準則というのは
そういう意味です。それでは、この類型該当性に関する○×クイズです。
【小問】指紋関連証拠の類型該当性に関する問題です。指紋に関する証
拠としては、①採取した指紋の指紋原紙、②指紋を採取した経過に関する
捜査報告書、③指紋原紙と、被告人の指紋を比較した対照結果報告書の三
つが問題になります。この三つというのは、いずれも鑑定に準ずるもので
あるので、証拠開示の関係では、いずれも号該当証拠である。
答えはバツです。引っ掛け問題かもしれませんが、二人がひっかかりまし
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た。この問題で言いたかったことは、何号に該当するかは、当該証拠の内容
と、立証趣旨によって決まるということです。指紋原紙は、その存在自体が問
題になりますから、当然、証拠物で号です。指紋を採取した経過、つまりど
こでその指紋を採取したかを立証する捜査報告書というのは、まさに、指紋を
採取した鑑識の人間が、どこでどういうものとして採ったかという、その、自
分の五感の作用を正確に再現するものだから、これは検証調書に準ずるもので
号です。最終的に対象を比較した報告書は、名前は報告書でも鑑定書に準じ
て号です。全部それぞれ違うわけですよね。だから、同じ形式の捜査報告書
でも、内容によって、何号に該当するかは当然違ってくるのです。
別の例を出すと、参考人がしゃべった供述調書で、検察官が請求する場合は
号ですが、同じ参考人が、ここに、こういう位置関係で、自分はこういうふ
うに見ましたという内容をまとめた報告書は、実況見分に準ずるようなもので
あれば号になりますし、被害者が死に際に、この人が犯人だと、血文字か何
かで書いた、そういう紙切れを入手したとしてそれを添付した報告書は号で
す。結局、その証拠の何をどういう形で立証するかで変わってくるということ
で、これは、伝聞証拠の例外として、刑訴法321条以下、何条の何号に該当す
るかというのと基本的に同じということです。
類型該当性以外の要件としては、重要性と必要性、弁護士からの開示請求、
相当性ですが、弁護士からの開示請求はあることが前提ですので、実質的には
重要性・必要性と相当性が問題となります。ただし、後で話しますが、主張関
連証拠でもこの要件が必要で、実際に問題となることが多いのですが、類型証
拠開示の場合、この二つの要件が問題となることは希です。というのも、類型
証拠に該当するものは、検察官が立証に必要として請求する証拠の信用性判断
に類型的に見て必要と思われる証拠群ですので、大部分は、重要でかつ必要性
も認められますし、よほど特殊な事情がない限り開示の弊害が大きいという理
由で相当性が否定されるケースは少ないからです。ちなみに、重要性と必要性
は別個のものですが、通常重要性が高ければ高いほど必要性も認められるとい
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う関係で、一体として判断されています。
ですから、類型証拠の開示を巡って実務で問題となるケースは、	号以外は
ほとんどありません。このレジュメにも	号事件の裁定事例が多いと書いてい
ますが、それは、条文を見てもらえれば分かりますが、	号だけが別の要件を
必要としており、しかも、その内容がわかりにくいからです。	号を見てみる
と、「①前号に挙げるものの外、②被告人以外の供述録書等であって、③検察
官が特定の検察官請求証拠により直接証明しようとする事実の有無に関する供
述を内容するもの」とあり、①と②はわかりますが、③が読んだだけでは多分
わからないと思います。そこで、この点に関して小問です。これは、③につ
いての判例を知っているかどうかの問題です。
【小問】ここで言う、「事実の有無に関する供述」とは、その事実があ
ったこと、又はなかった事についての供述、すなわち、その事実の有無に
ついての現供述を意味する。したがって、警察官が、事件関係者や被疑者
から事情聴取した結果を記載した捜査報告者は、そもそも	号の類型には
該当しないというのが裁判所の決定である。
答えは○です。間違った人もいましたが、これは、模範六法の条文のところ
に引用してある決定そのままの内容ですので、是非理解しておいてください。
一般的に言って、司法試験に必要な基本六法について、模範六法に引用してい
る判例くらいは結論だけでも覚えておく必要があります。
ところで、この決定を見ても、まだ、この要件を正確には理解できないと思
います。そこで、私からのアドバイスですが、	号を理解するには、以下の三
つポイントを覚えると良いと思います。一つ目は、典型的な事例で「事実の有
無に関する供述」とはどういう供述かを覚えること、二つ目は、供述は伝聞で
は駄目で原供述であること、三つ目は「供述が記載されている」ことの意味を
きちんと理解することです。
例えば、殺人事件の犯行現場を目撃した証人Ａがいました。検察官は、Ａさ
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んの検察官面前調書を犯行態様の立証として証拠請求してきました。弁護人
は、Ａさんの検察官面前調書の信用性を吟味する必要があるとして、Ａさんに
ついて、警察官が最初に聞いた時に作成した調書も必要としてＡさんが供述し
ているすべての供述調書を開示してほしいと請求してきました。これが号で
す。ところで、Ａさんの供述をよく見ると、Ａさんが目撃していた近くには、
Ａさん以外にも複数の人がいたことがわかりました。そこで、弁護人は、Ａさ
んが供述している犯行に関する事実に関し、そのような事実が本当にあったの
か、それが信用できるのかを吟味する上で、その場にいた別のＢさん、Ｃさん
の供述内容も検討したいと思うのは当然です。もし、このＢさん、Ｃさんの犯
行を目撃した際の供述が証拠化されていれば、それが	号の典型的な場合で
す。
ただし、その場合であっても、ＢさんＣさんの供述が原供述であること、つ
まり、本人自身が作成した供述書か本人が内容を確認して間違いないとして署
名した供述録取書であることが必要ですというのが二つ目のポイントです。警
察官は現場で様々な聞き込みを行い、証拠価値の高いものは供述調書を作成し
ますが、価値が低い場合、取調の結果のみを簡潔に捜査報告書にまとめてしま
うことがあります。このような報告書は、供述者が内容も確認しておらず、署
名もありませんので元々信用性が低く、公判で使う証拠として予定していない
ものですので、信用性吟味の観点からも重要性も必要性も定型的に低いので、
	号には含まれないのです。三つ目のポイントは、ＢさんやＣさんの供述調書
があっても、事実の有無に関する供述の記載がある必要があるという点です。
例えば、Ｂさんの供述内容が、「確かに自分は、その時、その場所にいました
が、子供と話をしていてその場面を見ていません。」という内容であれば、Ａ
さんが目撃した事実の有無に関する供述は何も記載がありませんので、これで
は	号には該当しません。「確かに自分も見て、その内容はＡさんの供述と同
じ○○のようだった」、あるいは「自分も被告人と被害者のやりとりは見てい
てが、Ａさんの供述とは異なり○○のような内容だった。」という記載がなけ
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れば	号には当たりませんよという意味です。最終的に事実の有無に関する記
載があるかどうかの判断は、裁判所が提示命令をかけるなどして、自分で見て
判断することになりますが、検察官が文書できちんと要件を満たしていないこ
とを説明し、弁護人がそれに反論できなければ、裁判所は却下します。ただ
し、実務では、このような要件を満たしていなくとも、弁護人がどうしてもそ
の内容を見たいとこだわり、審理が遅延するようであれば、要件は満たしてい
ませんが、先ほど話した任意開示という方法で開示することもあります。
⑶ 主張関連証拠の問題
次に、主張関連証拠の問題に移ります。レジュメのページにポイントをま
とめましたが、ここでも四つの要件、すなわち、①弁護人の主張明示の存在、
②弁護人の開示請求、③関連性と必要性、④相当性が問題となります。
主張関連証拠というのは、少なくとも検察官が証拠請求する証拠とそれに関
連する証拠の開示を受けた段階で、そこまで証拠を見た上で被告人と十分打合
せを行えば、公判でどのように争うか、争わないのか、一定の主張はできるで
しょうからまずそれをはっきり明示してください。明示すれば、その主張との
関係で、更にこんな証拠が見たいという場合には、類型証拠としては要件を満
たしてなくても、主張との関連性と必要性があって、開示する弊害がなければ
広めに開示を認めましょうという制度です。だから、弁護人側にもハンデを負
わせると同時に、検察側にも広く開示を求めるということで、被告人の防御権
と迅速な争点整理の調和を図る制度です。
主張関連証拠に関連する問題も、抽象的に理解するよりは、実務で実際の問
題となりやすい事例を通じて理解を深めた方が効果的と思います。実務で一番
多いケースとしては、責任能力を争うという主張に関連して、精神鑑定関係の
証拠、例えば、鑑定書や精神鑑定の基礎となっている各種証拠の開示を求める
場合です。また、犯人性や殺意を争い、捜査段階での自白の任意性・信用性を
否定する主張を行い、その関係で捜査官が行った取調べメモとか、それに準ず
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るようなものをすべて開示請求するというケースも多く見られます。犯人性を
否認しアリバイ主張を行い、その関係で、被告人の行動に関連する各種証拠の
開示を請求してくるケースもよく見られます。
問題となるのは、まず「予定主張の明示」の存否と程度です。この点は、多
分検察・裁判官と、弁護人で若干のニュアンスの違いがあり、前者はある程度
具体的な事実に基づく主張が必要だという立場ですが、弁護人は、可能なかぎ
り抽象的な主張でも足りるのではないかと考える人が多く、まずこの点が問題
となります。
例えば、「責任能力を争う」、「被告人は犯行時心神喪失状態であり、無罪を
主張する」というだけでは、争点整理はできません。被告人がどのような精神
的な病気があり、どのような特異・異常な言動をもって責任能力がないと主張
するかについては、まず弁護人側に主張を明らかにする責任があります。アリ
バイについても、単に「アリバイを主張する」だけでは駄目ですし、「検察官
が主張する犯行時間帯に犯行現場にいなかった」という主張は、検察官が主張
する犯行時に犯行現場にいたとの事実に対する単純否認であってアリバイ主張
ではありません。アリバイ主張というのは、犯行時間帯に具体的に別の場所で
別のことをしており、犯行は不可能であるという具体的事実の主張です。犯行
現場におらず、その近くの本屋で立ち読みをしていたという主張でも、犯行現
場に近く、犯行時間に犯行現場にも行ける余地が十分あるのでは、アリバイ主
張にならず単純否認です。
関連性・必要性は、関連性があれば必要性も高いという関係にあり、一体と
して判断されますし、相当性は個別的に判断されます。この点は、類型証拠と
は異なり、事案と検察側の立証構造、弁護人の具体的な予定主張の内容と問題
なっている証拠との関係で微妙な判断がなされる事例が多く、裁定事例も多種
多様です。
ただ、実務的にある程度パターンができつつあり、この問題もやはり、幾つ
か典型事例で各要件の問題点を理解していくという姿勢が効果的だと思いま
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す。その観点で、最低限度覚えておいてほしい事例として、このレジュメにも
記載しましたが、捜査官の取調べメモや被害者の前科調書について説明しま
す。
ここで、取調メモの証拠開示に関連する最高裁の決定に関する小問です。
【小問】「警察官の取調べメモについては、当該事件の捜査の過程で作
成され、公務員が職務上厳に保管し、かつ、検察官において入手が容易な
ものであれば開示対象となるが、大学ノートに個人的な事項や予定などの
捜査以外のものも混同して記載され、しかも当該捜査終了後に自作の机の
引き出しにしまっておいたようなものは、個人的なメモであって、開示の
対象にはならない」というのが最高裁の決定である
答えは×で全員正解です。これはやや引っかけ問題で、前段は正しいんです
が後段が誤りで、そのようなものであっても、それは公的なもので開示の対象
となるというのが最高裁の決定です。
ただ、大事なのは、取調メモも開示の対象になるというということと、現実
的に開示するか否か、開示命令の裁定となるかどうかは、予定主張との関連
性・必要性、相当性で決まると言うことです。このレジュメに被疑者と参考人
とわざわざ分けて書いたのは、被疑者の取調メモについては、任意性・信用性
を争うことを具体的に主張する場合、関連性も相当性も肯定され、開示命令が
出される場合が多いのですが、参考人の取調メモについては、必要性と相当性
を検討して開示命令が出されないケースがかなりあります。というのも、参考
人の場合は、弁護人が供述の信用性を争点として主張して、その関係で参考人
の取調べメモの開示を請求してくるのですが、その参考人の全ての調書を号
で開示していますので、それをすべて検討すればおのずと信用性は判断できる
はずで、取調の任意性が問題となる被疑者の場合とは自ずとメモの持つ意味合
いが異なるからです。
次に、主張関連証拠の具体例として、もう一問テストをします。
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【小問】強盗致傷の共犯者Ｂが不起訴（嫌疑不十分）となり、Ａのみが
起訴された。この事件で、弁護人は、検察側の立証の中心となるＢの供述
は、信用性がないと主張して、共犯者の不起訴裁定書を主帳関連証拠とし
て請求した場合、「不起訴裁定書というのは、検察官が当該事件の捜査の
最終段階で作成し、公務員が職務上、厳に保管し、かつ検察官において入
手も開示も容易であることから開示の対象となり、しかもその内容も特に
弊害が認められるようなものではないので、開示を認める」というのが裁
判所の一般的な傾向である。
ほぼ半々に分かれましたが、正解は×です。取調メモの裁判所の考えからす
ると、○のような気がするかもしれませんが、不起訴裁定書というのは、こう
いう理由でこの人を不起訴にしますという、検察官が作った文書ですけれど、
それは検察官の意見なんですね。勿論証拠に基づく意見ではあるけれど、Ｂの
供述の信用性を判断するには、Ｂの他の供述調書すべて（号）や、外の客観
証拠や供述等、証拠同士の比較で判断すべきであるので、それらがすべて開示
されていれば済むことで、検察官の意見を見る必要はないでしょうというのが
裁判所の基本的な立場です。
これは、今、質問が出ましたが、アメリカの証拠開示手続でも同様の考えを
採っており、いわゆる「ワークプロダクトは開示の対象にならない」という考
えに基づくものです。例えば、我々検察官は、事件を処理する際に決裁資料と
いうのを作るんですけれど、決裁資料や、上司への中間報告文書、それにその
最終的な処理文書としての不起訴裁定書などはすべて、ワープロダクトで、原
則として開示の対象にはなりません。
主張関連証拠でよく問題となる事例として、これまでのものとは全く異なり
ますが、被害者の前科とか病歴に関連する証拠開示請求があります。例えば、
暴力団関係者の事件や性犯罪などの事件で、暴力団組員の被害者や女性被害者
の供述の信用性争い、その被害者がある精神病にかかっている、あるいは前科
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が多数あるので信用できないと主張し、その関連する証拠として被害者の前科
調書や病歴、通院歴に関する証拠を開示請求する場合があります。このような
ケースでは、関連性は全くないとは言えないかもしれませんが、前科がある、
通院歴があるから信用できる、できないという議論じゃないでしょう、という
のが裁判所の感覚で、必要性や相当性が認められないとして却下されるケース
が多いようです。
以上、実務でよく問題となる三つのケースを説明しましたが、これらの具体
例でそれぞれの要件の具体的な適用の仕方を覚えておくと応用が利くと思いま
す。
⑷ 裁定手続について
次に、証拠開示に関する裁定手続について、レジュメ10ページのチャートを
参考にしながら、全般的な整理をしたいと思います。裁定手続は、このレジュ
メに記載したとおり、全体的な手続の流れについて条文を確認しながら理解し
ておくということが大事です。
その際にポイントは二つあります。一つは、裁定手続には二種類あるという
ことです。通常行われている裁定は、このチャートに示したもので、もう一つ
は、一番下に、検察官請求証拠の裁定は316の25の条文を各自確認することと
書いているものです。これはどういうものかというと、検察官が請求証拠を弁
護人に開示する場合、必要がある場合には、その開示の時期とか方法に関して
条件をつけることを裁判所に求めることができます。その条件について弁護人
が納得せず裁定となる場合がこの316の25の場合です。これは、実務的にほと
んどなく、余り問題がないからここに書いていませんが、そのような裁定手続
もあることを知っておいてください。
通常問題になるのは、開示されるべき証拠が開示されていないということ
で、弁護人が開示請求を求めてきた場合で、裁判所が開示命令を出すか出さな
いかという裁定で、これがこのチャートに記載しているものです。裁判所が出
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した決定に対しては、それに不服がある当事者は、即時抗告・特別抗告までで
きます。ちなみに、検察官が特別抗告をするケースはほとんどないのですが、
先ほど話した取調べメモに関しては、当初開示の対象にするのは絶対におかし
いということで、私も関与して検察が特別抗告を行い、結局最高裁で負けて判
例を作ってしまいましたが、それなら仕方ないと割り切り、すべて開示の対象
になり得るということで実務的には解決しました。ここで小問テストです。
【小問	】明文規定はないが、当事者公平の見地から、検察官も弁護人に
対し、弁護人が保管していると思われる一定の証拠を開示しない場合は、
裁判所に開示請求を求め、裁判所が開示命令の決定を行うことができる。
これは、皆さん、大分間違っていますね。完全なひっかけ問題で、全体とし
ては、マルっぽいんだけれど、「明文規定はない」が間違いで明文規定はある
んですね。日ごろから条文をよく読んでおくことが大事であることを示す小問
でした。
検察側が開示請求する場合は、どのような場合かというと、例えば、弁護人
が、アリバイ主張をしてアリバイ証人を立てる場合、証人がどのような証言を
するかの概要がわかる書面を提出する必要があります。ところが、その記載内
容が十分でない場合、通常弁護人が、そのアリバイ証人から聞いたメモとか供
述書があることが想定できますので、検察官は、弁護人に対し、証言予定内容
記載書面をより具体的にするか、証人の供述メモや供述書の開示を請求しま
す。それで、弁護人が十分な対応をしない場合は、裁定請求ということになり
ます。
このように、裁定請求は種類の手続があること、当事者双方ができること
を正確に理解しておいてください。
 公判前整理手続のポイントその─争点の明確化─
公判前整理手続の過程の中で、実務では具体的にどのように争点を明確にし
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てくかについて、裁判員裁判を念頭に置いて説明します。レジュメ11ページを
参照してください。
まず争点整理の第一歩は、検察官が証明予定事実記載書面を裁判所、弁護人
に提出し、弁護人に検察官の請求証拠を開示するところから始まります。
従来の冒頭陳述だと、証拠に基づいて明らかにする事実だけ述べ、証拠と事
実の結びつきというのはありませんでした。しかし、証明予定事実記載書面
は、検察官が主張する事実、つまり、犯罪構成要件に該当する事実と、量刑に
影響する重要な情状事実が、どんな証拠によって認められるかということを記
載する書面で、この書面と開示を受けた請求証拠をつきあわせると、当該事件
に関する検察官の立証方針がすべてわかるような内容となっています。証明予
定事実の記載の仕方として、このレジュメに記載したとおり、物語式と事実構
造式という方法があります。
物語式というのは、検察官が証拠によって明らかにする事件の概要ないしス
トーリーを、被告人と被害者の関係、事件の背景事情、犯行状況、犯行後の状
況という具合に物語のように文章で左側に記載し、その右側に、その事実をど
のような証拠で立証するかを記載していくもので、通常のケースでは、検察官
はこの物語式のものを作成して弁護人に提出します。
弁護人は、この証明予定事実記載書面と開示を受けた証拠を検討し、更に類
型証拠の開示を求めて検察官主張の証明予定事実の内容を検討した時点で、請
求証拠の認否と公判で何を争うか、争わないかの予定主張を求められます。
通常、弁護人は、この時点で公訴事実を争うか否かの大まかな主張をした上
で、検察官請求証拠について認否を行います。主張との関連で一部の証拠の認
否を留保する場合もあります。そして、主張関連証拠の開示を求めます。
検察官は、主張関連証拠の開示に対応しつつ、弁護人が不同意とした証拠に
ついて、撤回するか維持するかを検討し、維持するなら、供述調書に変えて証
人尋問を請求し、証拠物や伝聞法則の例外として採用してもらう証拠について
は、関連性や伝聞法則の例外事由の立証を新たに請求します。その上で、弁護
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人側の予定主張の明示で、公判での争点がはっきりすれば、争点に即した追加
の証明予定事実を提出します。例えば、犯人性を争う、殺意を争うというので
あれば、当初の物語式の証明予定事実では、検察官がどのような証拠でどのよ
うな事実を認定し、それをどのように組み合わせて争点を立証するかがわかり
ませんので、争点に即した事実と証拠の整理を正確に行うため、検察官は、争
点に関する証拠構造を踏まえ、どのような事実と証拠で争点を立証するかとい
う形式（事実構造式）で証明予定事実を作成して弁護人に提出します。また、
それに伴い追加の証拠請求をする必要があれば新たに請求証拠を追加してその
証拠を弁護人に開示し、認否を求めます。
このような当事者のやりとりは、裁判所にも逐一同じ書類を提出しますの
で、裁判所も当事者がどのようにお互いの主張を整理しつつあるかわかります
し、刑訴法316条の21、22、24を見てもらうとわかるとおり、裁判所は、当事
者のそのようなやりとりが停滞している時は、積極的に促すこともできます
し、実際に書面の提出予定日を当事者に示すなどして介入しています。
このようなやりとりの中で、最終的な主張関連証拠の開示もすべて終わり、
争点や重要な情状に関する事実についても、その前提になる間接事実レベルま
での争点整理がなされていき、併せて証拠の同意・不同意が確定し、不同意証
拠の代替立証の方法も確定し、証人の人数もだんだん決まっていきます。この
ように、証明予定事実や検察官請求証拠の提出は、回きりで固定したものは
なく、弁護人側の主張に応じて、何回か追加されますし、弁護人の予定主張も
何度か追加されることもありますが、そのようなことを繰り返しながら争点と
なるべき事実と証拠の立証方法が決まっていくのです。
これが段階的証拠開示と、争点の明確化を併せて進めていくプロセスです
が、裁判所が積極的に関わることもあって、一部の弁護士からは、裁判官の予
断排除の観点から問題のある手続だという主張が出ています。それで、公判前
整理手続を実施する裁判体と、公判で審理する裁判体を変えられないかという
ような要望が出ることもあります。しかし、裁判所は「私たちはプロですか
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ら、当事者の主張だけ聴いて争点を整理することは可能で、そこで心証を取る
ようなことをしませんので予断排除の原則にも触れません」と主張します。そ
れに、現実の実務を考えると、例えば、甲府地裁を考えると、刑事裁判官が
名で、合議体しかありませんので、別の合議体が審理することは物理的に不
可能です。
私個人の感覚としては、公判前整理手続に裁判所が関与しなければ、争点整
理はできません。そして、その裁判体が裁判を担当しなければ、裁判員裁判は
極めて不安定な状態にさらされ、適切な審理や評議に支障が出る危険の方が大
きいと思います。そもそも、弁護人が実質的に心配していることは、裁判官が
争点に関し、被告人に不利な予断を持ってしまうのではないかということで
す。ですから、検察が主張するストーリーが弁護人も証拠を見て納得し争点が
なければ問題とならないし、争点があり予断を持たれることが気になるなら、
弁護人がきちっと予定主張をして、検察官が言ってることもやっぱり問題があ
るという、逆にそういう形で裁判官に「どっちかわかんないな」という印象を
持たせる努力をすれば良いだけです。公判前整理手続に本来は公平な手続であ
るはずで、当事者が主張を尽くすことによって、裁判所が一方当事者側に偏っ
た予断を持つような事態は避けられるものと思っています。
 公判前整理手続のポイントその
─証拠採否の決定と審理計画の策定─
これまでの裁判では、第一回公判期日で検察官が証拠を請求し、弁護人の同
意・不同意の意見を聴き、裁判所が採否を決める方法を採っていました。公判
前整理手続では、すべての証拠の採否をその手続終了前に決定し、当事者は証
人などの出廷予定なども確認し、連続開廷を原則とする最終的な審理計画が立
てられるようにします。
この証拠採否の決定と審理計画策定の関係で、裁判員に分かりやすい立証と
いう観点から、証拠の厳選と圧縮、立証制限の二つを話したいと思います。
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まず、証拠の厳選と圧縮ですが、検察官が当初の段階で請求する証拠という
のは、起訴した時点で収集した証拠ですが、これは供述調書にしろ、鑑定書や
実況見分調書のような客観的なものにせよ、内容がかなり詳細なものが多いん
です。そして、最初に検察官が証拠を請求する際にはまだ、争点がどうなるか
わかないことから、そういった原証拠を請求せざるを得ません。しかし、争点
が明らかになるとともに、同意・不同意あるいはここを削除してくれれば同意
するなどの話が煮詰まってくると、最終的に公判で立証する部分がかなりすっ
きりしてきます。また、当初の膨大な証拠を法廷でそのまま取り調べるのでは
時間もかかるし長すぎてわかりにくくなってしまうものもあります。そこで、
迅速で争点に即した分かりやすい立証の観点から、不要となった証拠を撤回
し、一部不同意となったものを抄本化し、わかりにくい鑑定書を簡易なものに
作り直したり、幾つかの捜査報告書などを立証項目ごとにまとめて一つの統合
捜査報告書にするなどの作業を実務では行っています。これを証拠の厳選・圧
縮と呼んでおります。最初の請求した証拠の数が50で、厚さにすると30センチ
くらいの高さになったのが、この厳選・圧縮の結果、数で10以下、厚さで10セ
ンチ以下になることもあります。そして、最終的にはこの当事者間で最後に整
理された証拠を公判で取り調べることとし、当初の請求番号とは別に、公判で
の証拠番号を作っています。このような証拠の厳選、圧縮は、迅速でわかりや
すい裁判員裁判を実施するために不可欠な作業ですが、主としてこれを準備す
る検察官に非常に負担がかかっていることをご理解ください。
次に立証制限の問題に移ります。公判前整理手続を経た事件では、公判前整
理手続終了時までに証拠請求していなかった証拠は、「やむ得ない理由」がな
ければ、手続終了後は提出できないこととなりました。被告人が、被告人質問
で新たな主張をするのは自由ですが、それを証明する新たな立証はできませ
ん。アリバイの主張を立証するんだったら、アリバイ証人の申請は公判前整理
手続でしておかねばなりません。これは、従来の裁判の長期化をもたらした後
出しジャンケンを封じるもので、連日的な審理計画を立てる上で不可欠な制度
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です。ですから、皆さんには、この原則の例外となる「やむ得ない理由がある
場合」とはどのような場合かを正確に理解してほしいと思います。
やむを得ない場合は、三つのパターンがありますので、このパターンを覚え
ておくとよいでしょう。
一つは、証拠は客観的には存在するけれど、それは当事者から見て、存在す
るかどうかがわからない場合です。あとでいろいろ補充捜査をしたら実はこん
な目撃者が存在したという場合で、それはしょうがないよねというものです。
二つ目は、証人や証拠の存在は当事者は分かっていても、その人が海外に行っ
ているとか、意識不明の重病などの理由で今は証拠請求ができない。しかし、
帰国したり、突然意識が回復したことから、証言が可能となったというような
場合でこれもやむ得ないですね。三つ目は、証拠の存在もわかっているし、証
拠請求もしようと思えばできたけども、争点の関係でする必要がなかったとい
う場合です。例えば、検察官からすると、証人で立証しようと思ったのが、法
廷で捜査段階の検察官面前調書とは違う内容を証言した。その場合には、伝聞
法則の例外として、相反性、特信性を立証することによって、検察官面前調書
を請求することが可能で、その特信性立証のために、供述者を調べた検察官の
証人尋問や、供述者の取調べを録音・録画した DVDの証拠請求をする必要が
あります。公判前整理手続期間中に検察官が証人テストを実施しますが、その
時点ではそのように供述を覆すようなそぶりもなく、号書面として立証する
ことを全く検討していないような場合は、これもやむを得ない理由がある場合
です。弁護人からすると、一番多いパターンは、いわゆる弾劾証拠です。弾劾
証拠というのは、当然の如く、弾劾する対象は法廷での証人の証言内容ですの
で、それは証言してみないとわかりません。証言の信用性が争点となってい
て、捜査段階の供述と違う証言を行い、その変遷を確認してもやはり異なるよ
うな場合は、やはりやむを得ない理由に当たります。ただ、このような場合
は、証拠採用の必要性があるかどうかという別の観点から証拠請求が却下され
る場合もあります。また、裁判所はオールマイティで、職権で採用しようと思
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えば必要な証拠をいつでも職権で採用することができ、当事者としては、立証
制限で追加の証拠請求ができない場合、裁判所に対し、職権で証拠を採用する
よう働きかけることはできます。ここで、証拠の厳選に関する小問です。
【小問】証拠の厳選というのは、明文規定はないものの、公判前整備手
続の目的からして、訴訟当事者、つまり検察官も弁護人も、自己の主張す
る事実を立証する上で、可能なかぎり証拠を厳選しなければならない、端
的に言うと、証拠の厳選に関する明文規定はない。
○の人も何人かいますが、答えは×です。刑訴法規則189条のに記載があ
ります。
公判前整理手続に関しては、316条のから28までは比較的目を通すのです
が、公判の迅速化に関して刑訴法の改正がされた際に追加された条文やそれに
関連する規則について盲点となっているので注意してください。
 その他のポイント
最後に、レジュメの13ページのその他のポイントについても簡潔に話しま
す。
⑴ 公判前整備手続に付する事件の選定
裁判員裁判は当然として、そうじゃない事件の場合に、どんな事件について
公判前整理手続を実施しているかについては、否認事件だったらすべてやって
るかというと、そうではありません。否認事件の多くは、単純な窃盗とか傷害
で、証人が一人か二人で終わってしまうので、そういう事件では実施していま
せん。特捜部が起訴した大型経済事犯、あるいは公安事件とか、特殊な業務上
過失事件ほとんど実施しています。また、覚せい剤の押収手続を巡り、警察官
が強引に採尿をしたり逮捕手続の重大な違法性を争うようなケースでは実施し
ているケースもあり、結局、手続の違法性などで証人が多数予定されていると
公判前整理手続の実務
131
か、アリバイ主張がなされ、弁護人側証人も多数予定しているなど、争点を整
理して、立証制限をかけた方が、明らかに速やかな公判につながる場合です。
裁判が始まったところ、認めると思っていた被告人が、突然捜査段階と違うこ
とを言い出して、様々な主張をするので、これはそのままほっとくと、だらだ
ら進行することが目に見えているという場合もあり、この場合は、期日間整理
手続となります。
⑵ 公判前整備手続の遅延問題と解消策
裁判員裁判開始後後年くらい経過した時点で、公判前整理手続きばかりや
っていて、なかなか裁判が始まらない時期がありました。去年の月くらいに
は、この遅延問題が法曹三者にとって最大の課題ということになっていまし
た。どうしてそのようになったかというと、結論からいうと、法曹三者がいず
れもこの新しい制度に不慣れで、おそるおそるやっていたことが原因です。そ
もそも裁判所は対象事件を公判請求しても直ちに公判前整理手続きの決定を出
しませんでしたし、検察官も、提出期限の定めがあるわけではないので、その
決定を受けてからか月くらいして物語式の証明予定事実を提出し、請求証拠
を弁護人に開示しますが、その後は、弁護人から類型証拠の開示請求を待って
おりました。そして、当初は、弁護人も慣れておらず、類型該当性や重要性の
要件が間違っていたり、そもそも書面にそのような区別なく請求がなされるな
ど、直ちに開示ができないようなものがありました。また、本来主張関証拠と
して請求すべきを類型に無理やり当てはめて請求してきたり、手持ち証拠にな
いと回答すると、警察にないか、開示漏れがないかなどと細かい点まで言い出
し、とにかくお互い書面を出し合い、無意味な裁定がかなり多かった気がしま
す。また、類型証拠の開示がほぼ済んだので、検察官が早く予定主張をしてほ
しいと弁護人に働きかけても、まだ、ひとつだけ裁定中の類型証拠開示が残っ
ているから、それが済むまでは予定主張はできないなどと、段階的な証拠開示
制度を盾にしてけっこう杓子定規な対応をしていました。そのほかに、責任能
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力を争う事件では、捜査段階で鑑定を実施していても、弁護人は再度、裁判員
法50条による再鑑定を求め、裁判所も容易にこれを認めて鑑定に時間を要して
いました。また、裁判所は、当初当事者のやり取りに関し、あまり積極的に介
入しなかったこともあって、主張や意見の締め切りなどが明確に守られないよ
うなことも遅延の原因でした。
その結果、年過ぎても公判期日のめどがつかないような事件がたまってし
まい、裁判を迅速にしても、その手前の手続きだけで、裁判の公開もないま
ま、年も年もやっているようでは何のために新たな制度を導入したかわか
らないではないかということになりました。
そこで、これは法曹三者が歩み寄って実務的な知恵を出し、何とかしようと
いうことになりました。そして、少なくとも検察官が最も事件と証拠を良く知
っていますので、リーダーシップをとらなくてはならないということで、検察
側は、原則として起訴後週間で証明予定事実を提出することにしました。ま
た、その際に、検察官請求証拠だけではなく、一定の類型証拠も任意で開示す
るものは開示することにしました。また、弁護人となるべく電話で打ち合わせ
を頻繁に行うようにして、起訴後、公判での方針をある程度明らかにしてくれ
れば、例えば、犯人性を争う、殺意と責任能力を争うという程度でも明らかに
してくれれば、書面で予定主張を出さなくても、検察側の方から争点を先取り
し、物語式の証明予定事実に加えて、争点についての証拠構造式の証明予定事
実を追加する、あるいははじめから併せて作成することにし、その争点に関連
する証拠も検察官請求証拠として開示するという方法をとるようにしました。
段階目の証拠開示を段階目から行ってしまうというやり方です。もちろ
ん、これはすべてがこのようにやっているわけではなく、そのようにしてもま
ず問題ならないようなケースでは、そのような方法をとることにしました。他
方で、弁護人の方も、慣れてきて要件を書くような請求が減ったことや、裁定
事例が集積され、無駄な裁定手続きが減ったことに加え、裁判所も積極的に当
事者のやりとりに介入し、証拠の同意・不同意の意見や各種書面の提出期限に
公判前整理手続の実務
133
ついても厳格に守るよう当事者に働きかけたこと、精神鑑定の再鑑定について
も、当初の鑑定によほど問題がない限り慎重な態度になったことなどがうまく
重なり、この問題は解消されつつあります。
⑶ 開示証拠の管理と目的外使用の禁止
刑訴法281条のおよびは、公判前整理手続きが導入された際に併せて導
入されましたが、この制度は、若干弁護士さんから不満があるものかも知れま
せん。この証拠開示の管理と目的外使用の禁止規定は、新たな開示制度の下
で、かなり膨大な証拠を開示するようになったことから、その管理は、弁護人
も被告人も責任を持ってくださいという趣旨です。特に取調べの録音・録画が
始まり、被害者との関係も含めて、事件の内容がかなりどろどろした部分まで
リアルにわかってしまう内容の証拠があり、こういうものが、外部に漏れると
関係者のプライバシーが非常に侵害されてしまいますし、その後の取調べの録
音・録画に協力が得られないなど、捜査にも大きな影響を与えます。過去に
は、不幸にして検察官調書の写しがそのまま週刊誌に乗せられたり、その内容
を出版されたりしたこともありましたが、取調べの DVDが YouTubeなんか
に流されるというような事態になると、取り返しのつかない事態になりますの
で、管理責任を定めた上、目的外使用の場合には、一定の要件の下で罰則も設
けました。そこで、この点に関する問題が最後の小問です。
【小問
】検察官から開示された証拠に関しては、被告人も弁護人も、公
判審理等の正当な目的以外に使用してはならず、目的外で使用した場合に
は、被告人も弁護人も同じ条件で、一年以下の懲役、又は50万円以下の罰
金の罰則の対象となる
罰則の対象であることは正解ですが、弁護人と被告人では要件が異なりま
す。弁護士の場合は、「営為の目的で」という条件が付け加わっています。こ
れまで、この条文が適用された事例は聞いていませんが、今後もこのような事
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案がでないことを希望しています。
以上、公判前整理手続について、実務で問題となっていることを中心に、皆
さんにも覚えておいてほしいところをかいつまんで説明しました。この講義を
きっかけに、皆さん改めて条文や基本文献を確認して、この制度の理解を深め
ていってください。
（本稿は、平成23年	月日「刑事訴訟法総合」において行なった講義に加筆
したものである。）
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公判前整理手続導入前の問題点
• •••• 
???
•••
•••• 
? ? ? ?
? ??
.輔の長線化 e 月" 2固の公判雇面E函王事否E
畠"'"
aililPoO)面目
ι 
日函E
Jd 巨亘亘亘E
公判前整理手続の目的(316-2，316・3)
3つのポイント
• •••• 
? ?? ?? ?
•••
••
• 
? ? ?
? ?
-証拠開示の拡大・拡充(段階的証拠開示)
・争点の明確化
・証拠採否の決定と明確な審理計画の策定(立証
制限)
」二L
争点中心の充実した審理を集中的・連日
的に実施することが可能となる
」二L
裁判員裁判実施の大前提
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? ?公判前整理手続のプロセス
銭判員銭判事件町線準的怠もの
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国
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2. 3週間
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段階的証拠開示(ポイント1) 
-段階的証拠開示の構造と目的
-類型証拠開示の問題点
-主張関連証拠開示の問題点
-裁定手続の概要
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段階的証拠開示の構造と目的
• •••• 
? ?? ?? ?
•••
••
• 
? ? ?
? ?
検察官請求値拠の開示(316量の14)
J二L
類型恒拠の開示(316量の15)
」二L
弁護人の予定主張由明示(316量の17)
」二L
主張関連柾拠の開示(316量の20)
被告人の防御権と迅速な争点整理の調和
(従来制E置から比厳して格段の賓と置の開示}
立法経過
• •••• 
? ?? ?? ?
•••
••
• 
? ? ?
? ?
• A案(現行制度に近いもの=段階的証拠開示)・B案(全証拠一覧表一括開示・・・全面開示に
近い考え)
1 検察官は!検察宮請求証拠の開示の際1こI その保
管する証拠の標目を記載した一覧表を被告人又は
弁護人に開示しなければならない。
2 検察官はl 被告人文は弁護人から上記一覧表記載
の標目により証拠を特定して，証拠の開示請求があっ
た場合。開示による弊害があると認める場合を除い
て当該証拠を開示しなければならない。
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類型証拠開示の問題点
• 4つの要件(316条の15)
類型該当性(①から⑧号)
2 重要性と必要性
事量要性の程度→必要性(一体として判断)
3 弁護人からの開示請求
4 相当性
ホ開示由必要性と開示に伴う弊害由比較考量
. 裁定事例
本捜査報告書の6号該当性関係が一番多い
主張関連証拠開示の問題点
4つの要件(316条の20)
主張明示(316条の17)
*主張回存在・程度が問題(アリバイ責任能力など)
2 弁護人の開示請求
3 関連性と必要性
4 相当性
・裁定事例
取調ベメモ(被疑者・参考人)
2 被害者の前科・病歴など
• •••• 
???
•••
••
• 
? ? ? ?
? ?
• •••• 
? ?? ?? ?
•••
••
• 
? ? ?
? ?
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裁定手続(類型証拠，争点関連証拠)
3]6-151， 3]6-20 J 
cr;不開示
骨時期・方
迭を指定し
て開示
c:::> I :.昌':Ic:今
."慢の樋示命令(316-271)
."鍵横目 覧表の提示命令(316-271) 各種決定
(316-261) 
。機事官開求匝悔の犠定(;1:316レ25.各自象文を確認すること
争点の明確化(ポイント2)
-検察官の証明予定事実の提示(316-13)
*物語式と事実構造式
-弁護人の予定主張の明示(316-20)
-争点整理の実際と裁判所の果たす役割
• 316-21. 316-22. 316-24 
*予断排除との関係
• •••• 
? ?? ?? ?
•••
••
• 
? ? ?
? ?
E富
喜→E
3]6-26m 
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証拠採否の決定と審理計画の策定
(ポイント3)
-証拠採否決定のプロセス(316-5)
-証拠採否のための事実の取調ベ(316-5，43ill)
-立証制限とやむ得ない理由(316-32)
津やむ得ない理由の3つのパヲン
*弾劾証拠について
-審理計画策定で考慮すべきこと
その他のポイント
-公半1前整理手続に付す事件の選定(316-2)
-公半1前整理手続の遅延問題とその解消策
-開示証拠の管理と目的外使用の禁止(281-3 
-5) 
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